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I. 起債運営



起債運営方針

安定した資金調達を行いつつ、ボラタイルな市場環境に適応し調達コストの低減を図るよう、以下の項目を起債

運営の基本方針とします。

資金調達の安定化

急激な市場環境変化を見据えた多様な資金調達先の確保

銀行等引受債と「シ団方式」市場公募債による資金調達

市場公募の拡大

機動性を活かした「主幹事方式」による公募債の発行

資金調達手法の多様化や調達コストの低減を図るため、市場環境に応じて柔軟に発行する
フレックス枠の設定

市場公募債の魅力向上

脱炭素化や気候変動適応など、環境課題の解決に必要な資金を調達するグリーンボンドの発行
２０年定償債・１０年債・５年債（GB）と多様な年限を市場に供給

将来負担の低減

交付税措置のある有利な起債を活用し、将来負担の低減に向けた取組を促進

「秋田県債」に対する信認の維持
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秋田県債の発行状況

発行実績と発行計画

R6
発行予定額

R5R4R3R2R元H30区分

10010010010010010010010年シ団方式

70705年グリーンボンド
主幹事方式 565020年（定時償還）

15010年
10614447178142131128公的資金

317407581675665608599銀行等引受債（新発）

799771728953907839827総額

令和5年度より主幹事方式を導入。令和6年度は定時償還債やグリーンボンドの継続発行に加え、主幹事方式として新たに
10年債を発行しました。

令和6年度の市場公募債発行実績・予定
10年債
（満期一括）

5年債
（グリーンボンド・満期一括）

10年
（満期一括）

20年
（定時償還）

年限

シ団方式主幹事方式主幹事方式主幹事方式起債方式

3月（予定）
9月6日（金）8月22日（木）7月10日（水）条件決定日

9月25日（水）9月4日（水）7月25日（木）発行日

100億円70 億円150億円56億円発行額（予定額）

※一般会計分

※予定であり、今後の市場動向等により変動することがあります 5

（単位：億円）



グリーンボンドの発行①

令和6年9月6日（金）条件決定日5年（満期一括償還）年限

0.580%利率70億円発行額

1,000万円各公債の金額野村證券株式会社（事務）

SMBC日興証券株式会社
みずほ証券株式会社

主幹事会社
法人投資家向け購入対象

第三者機関である株式会社日本格付研究所より、国際資本市場協会（ICMA）等による各種原則・ガイドラインへの適合性について、最上位である「Green1（F）／
Blue1（F）」の評価を取得しています。詳細については、本県のホームページに公開しています。適合性評価

秋田県令和6年度第3回公募公債（グリーンボンド）発行概要

主な充当予定事業

環境面での便宜対象プロジェクト例
グリーン適格

プロジェクト分類名

A) 風力発電の拠点形成に伴う再エネ導入拡大

B) 再エネ使用の活用促進

A) 能代港ふ頭用地造成事業（海洋再生可能エネルギー発電設備の導入拡大）

B) 工業団地整備事業（全ての電力を再生可能エネルギーで供給する再生
可能エネルギー工業団地を整備）

再生可能エネルギー

C) 森林資源の持続的な利用に向けた再造林の推進C) 林道事業（持続可能な森林経営に向けて、 林道、林業専用道の整備）

生物自然資源及び

土地利用に係る

環境持続型管理

D) 洪水被害等の軽減

E) 土石流等、土砂災害を防止

F) 地すべり災害を防止

G) 崖崩れによる災害を防止

H) 波浪による侵食被害を抑制

I) 山地災害や地すべりによる被害防止

D) ①河川改修事業、②県単河川改良、③県単河川等環境維持修繕事業
（河道の掘削等）

E) 通常砂防事業

F) 地すべり対策事業

G) 急傾斜地崩壊対策事業

H) 海岸防災対策事業

I) 治山事業

気候変動への適応
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資金使途の一例

グリーンボンドの発行②

【林道事業】
ＣＯ₂を吸収する森林資源の適切な

管理に必要な林道整備

【河川改修事業】
気候変動に伴う洪水被害の
軽減を図る堤防等の整備

【通常砂防事業】
気候変動に伴う土石流被害の
軽減を図る砂防堰堤等の整備

【能代港ふ頭用地造成事業】
洋上風力発電の拠点の形成に

向けた港湾整備
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秋田県沖洋上風力発電の概要

グリーンボンドの発行③
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II. 財政状況
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普通会計決算の推移（歳入）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等の交付により、令和2年度は大幅に増となりましたが、以降、減少
しています。

R5R4R3R2R1年度

6,1746,5886,8186,8625,916合計

2,1052,2902,2462,4712,012うち自主財源

4,0694,2984,5724,3913,904うち依存財源
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R5R4R3R2R1年度

2,2312,4202,4382,3762,387義務的経費

1,2451,3471,3361,3431,352人件費

9109891,029965967公債費

1,4671,4191,5321,5081,441投資的経費

1,3681,3841,5001,4581,299普通建設事業費

2,2972,5532,5922,7881,987その他経費

1,3871,5681,4761,4061,142補助費等

220312348853427貸付金等

5,9956,3926,5626,6725,815合計

普通会計決算の推移（歳出）

新型コロナウイルス感染症対策の実施により、令和2年度は大幅に増となりましたが、以降、減少しています。

11



10,622 10,417 10,334 10,221 10,133 9,912 9,609 9,294 9,020 8,707 8,466 8,267 8,097 7,928 7,879 7,943 8,097 8,270 8,350 8,496 

1,234 1,492 1,708 1,887 2,108 2,587 3,134 3,504 3,825 4,127 4,346 4,457 4,485 4,545 4,514 4,433 4,329 4,186 3,952 3,713 

11,856 11,909 12,042 12,108 12,241 12,499 12,743 12,798 12,845 12,834 12,812 12,724 12,582 12,473 12,393 12,376 12,426 12,456 12,302 12,209 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5

（億円）

（年度）

臨時財政対策債 臨時財政対策債以外
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臨時財政対策債の発行が高水準で続いたこともあり、平成18年度以降、1兆2千億円台で推移しています。
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県債の発行状況

平成29年度に発生した豪雨災害の復旧事業により平成30年度以降増加傾向をたどり、令和2年度以降は「防災・減災、
国土強靱化のための5か年加速化対策」により、高水準で推移しています。
一方で、臨時財政対策債の減少により、令和5年度は対前年比で△2.2%の起債額となりました。
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健全化判断比率等

実質公債費比率は前年度比横ばいとなっており、やや高止まりの状況となっています。

将来負担比率は、地方債残高が減少したほか、将来負担に充当可能な基金残高が増加したことなどにより、前年度比

1.6%改善しています。

健全化判断比率と
資金不足比率

財政力指数と
経常収支比率

（単位：%）

財政再生基準早期健全化比率R5R4R3R2R1

5.03.75ーーーーー実質赤字比率

15.08.75ーーーーー連結実質赤字比率

35.025.015.315.314.913.813.1実質公債費比率

－400.0243.0244.6229.9251.7260.2将来負担比率

ーーーーー資金不足比率

R5R4R3R2R1

0.3120.3090.3110.3220.318財政力指数

89.890.486.693.493.7経常収支比率
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15決 算 ベ ー ス 推 計 ベ ー ス

R13年度に18.0%以上となり
「起債許可団体」に移行

金利上昇により元利償還金が増加していくなどの影響で、令和9年度以降比率が上昇基調になり、R13年度で18.0%を
超え、起債許可団体となる見込みとなっています。
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借換抑制＋事業費の圧縮＋調達手法の工夫
により18.0％%越えを回避する

R6 ～ R8 年度に
各年度24億円の借換抑制を実施

R6年度からR8年度の3ヵ年で各年度24億円の借換抑制を行うほか、投資的経費の圧縮及び調達手法の工夫により
利子負担等を軽減することで、18.0%超えを回避できる見込みです。

決 算 ベ ー ス 推 計 ベ ー ス



公営企業会計等の決算状況

特別会計事業
（公営企業法非適用）

港湾事業

重要港湾3港、地方港湾2港を
運営・管理

宅地造成事業

臨海2地区、内陸16地区の
工業団地分譲事業

工業用水道事業

秋田湾、秋田市御所野の
2地区、28社に供給

電気事業

鎧畑発電所など
16発電所を運営・管理

下水道事業

2流域下水道と1特定環境保全
公共下水道を運営・管理

循環器・脳脊髄センター、
リハビリテーション・精神医療
センターを運営・管理

企業会計事業 （独）秋田県立病院機構

秋田県立病院機構宅地造成事業港湾事業下水道事業電気事業工業用水道

増減R5R4増減R5R4増減R5R4増減R5R4増減R5R4増減R5R4

△ 58310,03310,616△ 9643221,286△ 17665682237,9717,9483,6518,2384,587△ 589581,016収入

収
益
的
支
出

2110,80410,78380253173254394141457,5367,391153,3363,321△ 621,0631,125支出

△ 604△ 771△ 167△ 1,044691,113△ 42226268△ 1224355573,6364,9021,2664△ 105△ 109差

72827755△ 6036962,8395,3822,543△ 5632,7223,285△ 19221000収入

資
本
的
支
出

21,7911,789127757632,7965,6072,811△ 4973,8054,3027152,6221,907△ 97263360支出

70△ 964△ 1,034△ 72△ 739△ 66743△ 225△ 268△ 66△ 1,083△ 1,017△ 734△ 2,620△ 1,88697△ 263△ 360差
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人件費

1,313 億円
25%

物件費等

1,273 億円
25%

移転費用

2,464 億円
47%

その他

137 億円
3%

経常費用総額

5,152億円

新たな公会計制度に基づく財務諸表の開示

固定資産

有形固定資産 12,458億 （△60億）
無形固定資産 364億 （0）
その他の資産 1,920億 （△23億）

流動資産

現金預金 209億 （△61億）
その他 185億 （△8億）

資産

1兆5,135億円（△151億円）

固定負債

地方債 11,676億 （△61億）
退職手当引当金 1,163億 （△57億）
その他 117億 （ +19億）

流動負債

1年内償還予定地方債 797億 （△112億）
その他 106億 （+2億）

負債

1兆3,859億円（△208億円）

業務費用 人件費、物件費等 2,688億 （△43億）
移転費用 繰出金、補助金等 2,464億 （+147億）

経常費用

5,152億円（+104億円）

使用料及び手数料 69億 （+1億）
その他 93億 （△58億）

経常収益

162億円（△57億円）

臨時損失 100億円（△285億円）

※表示単位未満で四捨五入しているため、合計が一
致しない場合があります。

※ （）内は前年度比増減額です。

資産： R3年度比△151億円（△1%）
減価償却による資産の減少など

負債： R3年度比△208億円（△1.5%）
地方債の減少など

純資産： R3年度比+57億円（+4.7%） 54.0万円
純行政コスト

住民基本台帳人口

令和4年度の県民1人あたりの
行政コストは54.0万円
（前年度比△0.3万円）

貸借対照表 行政コスト計算書

純経常行政コスト

4,990億円（+161億円）

県民1人あたりの貸借対照表 経常費用の内訳 県民1人あたりの行政コスト

現在保有
している財産

将来世代の
負担

経常費用 -経常収益

資産形成に結びつかない経常的なコスト

行政サービスの直接的な対価

純資産

1,276億円（+57億円）
現在までの
世代の負担 純行政コスト 5,082億円（△114億円） 純経常コスト + 臨時損失 − 臨時利益

資産

159.8万円
人口
（R4.1.1）

956,836人

負債

147.0万円

純資産

12.7万円

R3年度

資産

160.8万円
人口
（R5.1.1）

941,021人

負債

147.3万円

純資産

13.6万円

R4年度

※人口は住民基本台帳人口（総務省）である
※ R4年度は、資産、負債、及び純資産全てにおいて昨年度
より減少しているが、人口も減少しているため、県民1人当
たりの金額は全ての項目で増加した
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III.県政運営指針と令和6年度当初予算の概要



新秋田元気創造プランの概要

“元気”を創造
するための施策

最重要課題
人口減少問題の克服

概ね10年後の姿
～ “高質な田舎”の
実現に向けて～

4年間で創造する
“元気”

賃金格差の解消 女性の活躍 若者の県内定着

個性が尊重され
一人ひとりが躍動する姿

産業競争力が強化され
交流が活発な姿

安全・安心が
確保されている姿

強靱化（レジリエンス）

地域経済の好循環の創出
県土の強靱化

持続可能性（サステナビリティ）

地域社会の維持・活性化
良好な環境の保全

存在感（プレゼンス）

全国に誇る資源のフル活用
多彩かつ豊富な食料の供給

多様性（ダイバーシティ）

県民一人ひとりの活躍の推進
あらゆる差別の解消

選択・集中プロジェクト

賃金水準の向上 カーボンニュートラルへの挑戦 デジタル化の推進

基本政策

生活環境

防災減災・交通基盤

自然環境

新型コロナウイルス感染症への対応

検査・医療提供体制等の確保

県内経済の下支え

重点戦略

産業・雇用戦略
戦略

1
観光・交流戦略

戦略

3
教育・人づくり戦略

戦略

6

農林水産戦略
戦略

2
未来創造・地域社会戦略

戦略

4
健康・医療・福祉戦略

戦略

5

など など など など

2022（令和4）年度からの4年間の県政運営方針として、「新秋田元気創造プラン」を策定しています。
3つの選択・集中プロジェクトのほか、6つの重点戦略と3つの基本政策から構成されています。
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本県の優位性と選択・集中プロジェクト

全国的に、賃金水準が低い地域ほど社会減（人口流出）が大きくなる傾向があり、秋田県の場合、東京圏との賃

金水準格差が社会減の大きな要因の一つと考えられます。

「労働生産性」と「県内就業率」の向上により賃金水準と相関関係にある「1人当たり県民所得」を押し上げることで
東京圏等との賃金水準格差の縮小を図り、社会減の抑制につなげます。

このため、まずは産業構造が大きく異なる三大都市圏を除いた地方圏※2の平均との格差の縮小を目指します。

また、特に若者の県内就職の促進が喫緊の課題であることから、新規学卒者の所定内給与額についても目標値

を設定します。

全国平均東京圏秋田県

8,6159,4297,136（全国38位）労働生産性（千円）

51.954.250.3（全国24位）県内就業率（%）

賃金水準目標値

新規学卒者の
所定内給与額

地方圏平均の87%

現状（2019年）

地方圏平均の95%

目標（2025年）

地方圏平均

目標（2030年）

大学卒地方圏平均の94%
高校卒全国平均の92%

現状（2020年）

全国平均

目標（2025年）

※1 （ ）内の数値は全国平均との差
※2地方圏：東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）、名古屋圏（愛知県、岐阜県、三重県）、大阪圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）に属する11都府県を除いた36道県

カーボンニュートラル実現に向けた世界的な潮流を大きな追い風と捉え、脱炭素社会に対応した産業の構築や、

森林・木材によるCO2吸収・貯蔵効果の強化、日常生活等に伴う温室効果ガスの排出の削減に取り組みます。

全ての県民がデジタル化の恩恵を享受できるよう、デジタル社会を支える人材の育成と共に、日常生活に密接に

関わる分野や各産業、行政のデジタル化に取り組みます。

食料自給率は全国2位、主食用米の収穫量は全国3位、近年の農業産出額
の伸び率は全国トップクラスを誇ります。

全国有数の食料供給力

風力・地熱など多様な再生可能エネルギー源を有しているほか、二酸化炭素
を吸収する森林資源が豊富に存在しています。

再生可能エネルギーと森林の優位性

全国学力・学習状況調査において、全国トップレベルを維持しているほか、少
人数学級の導入等によるきめ細かく質の高い教育が行われています。

全国トップレベルの教育環境
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本県の優位性 選択・集中プロジェクト

2021年度全国学力・
学習状況調査における
本県の平均正答率※1

中学校3年生小学校6年生教科

68%（+3.4）71%（+6.3）国語

60%（+2.8）72%（+1.8）算数・数学

「サキホコレ」名称発表イベント 園芸メガ団地

風の松原風力発電所（能代市） 日本一の面積を誇るスギ人工林

賃金水準の向上プロジェクト①

カーボンニュートラルへの挑戦プロジェクト②

デジタル化の推進プロジェクト③



重点戦略と基本政策
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重点戦略 基本政策

教育・人づくり戦略

本県教育の基本である「ふるさと教育」を一層推進しなが
ら、心豊かで郷土愛に満ち、高い志と公共の精神を持って
未来を力強く切り拓く人づくりに取り組みます。

戦略 6健康・医療・福祉戦略戦略 5
県民の生活を支える保健・医療・福
祉サービスの充実を図り、全ての
人々が共に支え合い、健康で心豊か
に暮らせる環境づくりを推進します。

自然環境基本政策 3

【成果指標】
高校生の県内就職率

現状値（2020）
72.5%

目標値（2025）
80.0% 1人１台端末を活用した学習

【成果指標】
健康寿命

現状値（2019）
男性72.61年
女性76.00年

目標値（2025）
男性75.21年
女性78.75年 新・減塩音頭

【成果指標】
自然環境学習拠点施設等の利用者数

現状値（2020）
24,326人

目標値（2025）
35,000人

世界自然遺産白神山地

農林水産戦略

食料供給県として、農業や水産業の生産力・収益力の維
持・増大を図るとともに、森林の多面的機能の発揮と資源
の循環利用の両立による林業・木材産業の成長産業化
や、農山漁村の活性化を図ります。

戦略 2産業・雇用戦略

社会ニーズを的確に捉え、成長が見込まれる産業分野へ
の参入や新たな価値の創造に果敢に挑戦する県内企業
を後押しし、本県産業の持続的発展と魅力ある雇用の場
の創出を図ります。

戦略 1 防災減災・交通基盤基本政策 1

【成果指標】
農業産出額

現状値（2020）
1,898億円

目標値（2025）
2,000億円

【成果指標】
風力発電設備の導入量（累積）

現状値（2020）
648,549kW

目標値（2025）
904,489kW

「秋田紅あかり」と「秋田牛」

【成果指標】
橋梁の耐震化率

現状値（2020）
83.2%

目標値（2025）
88.1%

橋梁の耐震補強工事

観光・交流戦略

価値観の変化と地方への関心の高まりを好機と捉え、食
や文化、スポーツをはじめとする多様な分野と観光との連
携・融合により、交流人口の更なる拡大を図ります。

戦略 3 未来創造・地域社会戦略

社会減と自然減の抑制に向けた取組を加速するとともに、
県民誰もが将来にわたって生き生きと暮らせる地域社会
をつくります。

戦略 4 生活環境基本政策 2

良好な環境の保全
豊かな自然の保全

目指す姿

強靱な県土の実現と防災力の強化
交流を支える交通基盤の強化

目指す姿

犯罪・事故のない地域の実現
快適で暮らしやすい生活の実現
安らげる生活基盤の創出

目指す姿

【成果指標】
観光地点等入込客数（延べ人数）

現状値（2020）
18,360千人

目標値（2025）
38,000千人

【成果指標】
Aターン就職者数

現状値（2020）
1,120人

目標値（2025）
1,400人

大学生向け就活イベント

【成果指標】
交通事故死者数

現状値（2020）
37人

目標値（2025）
27人以下

春の全国交通安全運動あきた芸術劇場ミルハス

3番「健康寿命延伸」
酒は適量 タバコは吸うナ

塩分控え目に
毎日運動他人と会話し
大いに笑えばエ

洋上風力発電設備（イメージ）



義務的経費

3,071億円
52.6%

投資的経費

1,209億円
20.7%

一般行政経費

1,562億円
26.7%

人件費

1,369億円 23.4%

公債費

929億円 15.9%

社会保障費

773億円 13.2%

公共事業

1,010億円 17.3%

その他投資的経費

199億円 3.4%

補助費等

826億円 14.1%

貸付金

265億円 4.5%

その他

471億円 8.1%

一般財源

3,776億円
64.6%

特定財源

2,066億円
35.4%

県税

957億円
16.4%

地方交付税

1,954億円
33.4%

県債（臨財債） 6億円 0.1%繰入金 91億円 1.6%

その他

767億円 13.1%

国庫支出金

747億円 12.8%

県債

560億円 9.6%

諸収入 305億円 5.2%

繰入金 366億円 6.3% その他 89億円 1.5%

令和6年度一般会計当初予算の概要

人口減少問題の克服に向けた「未来の秋田を支える人への投資」や

県民の生命や財産を守るための「気候変動等に対応した防災力の強化」など

県民の安心・安全を土台に未来への架け橋を築く予算としました。

歳入

5,842億円

歳出

5,842億円

1. 未来の秋田を支える人への投資 88億円
女性・若者の県内定着・回帰に向けた取組

あきた企業連携型奨学金返還助成事業

スタートアップエコシステムAKITA推進事業 など

人材投資・確保に向けた取組

中核人材確保・定着環境整備支援事業 など

2. 気候変動等に対応した防災力の強化 123億円
3. 選択・集中プロジェクト 611億円
4. 6つの重点戦略・基本政策 2,910億円

4つの施策を重点的に推進

予算規模（一般会計）

5,842億3,400万円
（前年度比：+16億9,100万円 +0.3%）
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令和7年度当初予算編成方針

来年４月に知事選挙が予定されていることから義務的経費を中心とした骨格予算としますが、県民の安全・安心に関する

事業など、来年度当初からの執行が必要な事業については当初予算に計上します。

なお、健全化判断比率（実質公債費比率・将来負担比率）は全国平均に比して高く、将来的に財政が硬直化するおそれが

あることから、以下の項目に取り組み、財政の健全性の向上を目指します。

健全化判断比率の上昇抑制に向けた取組

地方債の新規発行の抑制

投資的経費を一定程度抑制

県有施設の廃止・減築・統廃合に向けた検討の推進

交付税算入を考慮した起債の「質」の向上

元利償還金に対する交付税措置率の高い事業債を優先的に充当

県債の計画的な償還

借換抑制の実施による将来の元利償還額低減

財政2基金（財政調整基金・減債基金）の残高確保

2基金合わせて標準財政規模の10%程度（300億円）を目途に残高維持
大規模災害への備え

安定した財政運営の継続
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【参考】 財政2基金の年度末残高の状況・推移

近年頻発する大規模災害に備え安定した財政運営を継続していけるよう、2基金合わせて標準財政規模の10%程度
（300億円）を目途に残高を維持していきます。

※（ ）は市場公募債（満期一括償還）償還積立及びR6・R7年度の臨時財政対策債の償還財源に係る積立額を含む 25



〒010-8570 秋田県秋田市山王四丁目1番1号
TEL：018-860-1101

Email：zaisei@pref.akita.lg.jp

お問合せ先

秋田県 総務部 財政課


